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○議長（能勢秋吉君）　日程第１　一般質問を行います。
　一般質問は、議事運営の能率を図る上から、発言者は質問事項をなるべく簡明に示すとともに、答弁者は明確な答弁をされますよう、改めてお願いいたします。
　また、会議規則第57条第１項及び議会運営の申合せにより、配付の一般質問通告書のとおり、会派もしくは個人持ち時間で行います。
　順次、質問を許します。
　はじめに、さんむ２１、石川和久議員の代表質問を許します。
　石川和久議員、御登壇願います。
　石川議員。
○８番（石川和久君）　皆さん、おはようございます。議席番号８番、会派さんむ２１、石川でございます。議長にお許しをいただきましたので、さんむ２１を代表いたしまして、質問させていただきます。本日、久しぶりのトップバッターということで、少々緊張しておりますけれども、よろしくお願いいたします。
　執行部の皆様には、ぜひ前向きな御答弁をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。
　まず、行財政改革についてお伺いします。
　地方分権が推進される中、少子高齢化や高度情報化の進展、多様化する市民ニーズなど、地方自治体を取り巻く環境は、目まぐるしく変化しております。
　また、地方分権の進展に伴って、地方自治体は、自己決定また自己責任の下、自主性を発揮しながら、地域における様々な課題を解決するための取組を積極的に推進していかなければなりません。
　人口減少、少子高齢化、デジタル化、コロナ禍がもたらした社会変革、これからの行財政運営は、時代の変化を踏まえた制度や施策、事業を展開していくことが求められます。
　そこで、市長に伺いますが、これからの行財政運営において、市民サービス向上には、何が重要であるとお考えでしょうか。お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　市長、御登壇願います。
○市長（松下浩明君）　さんむ２１、石川和久議員の代表質問にお答えさせていただきます。
　行財政改革について、これからの行財政運営において、市民サービスの向上には、何が重要であるかとの御質問でございます。
　私は、山武町長時代から、市町村合併は、最大の行財政改革であるとの考えから、この４町村の合併を進めてまいりました。これまで山武市集中改革プランや山武市行政改革大綱に基づきまして、組織の見直し、職員定数の適正化の推進、施設の統合、指定管理者制度の積極的な導入、行政評価制度の充実などは、市民サービス向上の視点や行政経営の視点はもとより、財源確保にも大きく寄与したものと考えております。
　そして、行財政改革に一定の進捗が見られたことから、行政改革の視点を第２次総合計画に組み込み、さらに一層の推進を図ってきたところでございます。
　しかしながら、議員に先ほどおっしゃっていただきました、人口減少や高齢化がさらに加速することが想定される本市では、ますます財政が厳しくなる一方で、大型の事業も予定されておりまして、一層の財源確保、人材育成、行政の効率化が求められると思っております。
　また、多くの市民の皆様の声を反映する、そして、積極的に参加していただけるような新しい市民自治の在り方や人口減少社会に向けての行政運営の課題・解決策として、広域連携の強化も図っていく必要があるものだと考えております。
　以上でございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　先ほど御答弁がありましたとおり、これからの多様化する社会では、新しい市民自治の形が求められる。そこには、やはり国の制度の下の政策だけではなく、地域に合ったニーズを把握した政策の展開が必要であると、私は考えております。国制度の下の政策だけではなく、市民のニーズを的確に把握した創意工夫ある独自の政策が求められるわけでございます。
　そのためには、先ほども答弁ございましたけれども、新たな財源の確保が必要不可欠でございます。財源の確保というと、まずは、財源を増やす施策、そして、もう一つは、市税の徴収であると、私は考えております。行財政改革としては、まずは、この２つにメスを入れることが大事ではないかと思うわけでございます。
　そこで、財源を増やす取組と税の徴収について伺います。市の財政状況は、人口減少による市税の減少、また、普通交付税における合併算定替特例の終了や少子高齢化による扶助費の増加など、大変厳しい環境下にあると思われます。新たな財源確保には、まず、健全な財政運営があっての取組であります。
　そこで、今後、健全な財政運営を保持していくために、どのようにお考えなのか、お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　総務部長。
○総務部長（小川宏治君）　健全な財政運営についての御質問に対するお答えをさせていただきます。
　健全な財政運営を維持していくためには、歳入については、国県支出金や交付税措置のある地方債などを最大限活用することはもちろんですが、一方で、地方債発行による後年度の公債費負担増や基金残高の減少などにより、財政の硬直化を招くことのないよう、各財政指標を注視しつつ、財政推計により将来を見据えた財政運営を行ってまいります。
　また、今後、普通交付税の大幅な増額等が見込めない中では、歳入に見合った歳出規模になるよう、削減を図るとともに、財源の確保にも、なお一層取り組んでいく必要があると考えております。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　財源を増やすための方策につきましては、行政運営全般の多岐にわたっております。
　財源確保について、現在、市では、どのような取組を行っているでしょうか、お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　総務部長。
○総務部長（小川宏治君）　財源確保の取組について、お答えいたします。
　地方公共団体の財源には、市税等からなる自主財源と地方交付税や国県支出金等の依存財源があります。本市の自主財源と依存財源の比率は、令和３年度決算では、自主財源が33.4％、依存財源が66.6％となっております。
　健全な財政運営を行っていくためには、安定的な自主財源の確保が重要となります。そのためには、企業誘致や住みやすいまちづくりの推進により、移住定住促進を図り、安定した市税収入の確保につなげるとともに、徴収率向上対策についても継続して行っていく必要があります。
　また、未利用となった市所有の土地や建物などの公有財産につきましても、財源確保の一環として、積極的に売却や貸付けを行うほか、公共施設等総合管理計画に基づく施設の適正配置を進めてまいります。
　限られた財源を効果的・効率的に活用するため、歳出の削減に取り組み、施策推進の財源確保に努めてまいります。
　以上でございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　自主財源33.4％ということで、やはり、こちらの数字を増やすということが、非常に大切であろうかと思います。
　そこで、市全般として、どのような政策を打ち出し、その自主財源の確保の取組を行っているか、お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　政策的な財源確保についての御質問です。
　市として政策的に行っている財源確保に通じる取組といたしましては、企業誘致の促進、学校跡地等の空き公共施設の利活用、ふるさと納税の推進などが代表的なものとして挙げられます。
　企業誘致につきましては、令和２年４月、山武市企業立地促進条例を施行し、企業に対する奨励金等により、本市への企業立地と雇用の促進を図っております。
　学校等の跡地利活用につきましては、空き公共施設に対し、企業等から公募による事業提案をいただき、直接的な賃借料収入のほか、地域振興や雇用促進につながるような利活用をしていただいております。
　また、ふるさと納税につきましては、積極的に本市の魅力ある産品の発掘を行い、市内業者様の御協力を得ながら、返礼品の充実により、寄附金の増額を図っております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　いろいろと取組をされているということで、これからの期待をしているわけでございます。数字として出てくるまでは、なかなか難しいこともあろうかと思います。エコノミックガーデニングもそうですけれども、アメリカの成功事例では、税収３倍や、15年で成功しているなど、いろいろ数字が出てくる頃でもあろうかと思います。様々な政策において、そういった数字が出てくることを期待しているわけでございます。そして、新たな事業につながるようにしていただきたいと思います。
　私が議員でいる限り、しつこいかもしれませんけれども、また、その事業内容や成果等を聞かせていただきますので、よろしくお願いします。
　次に、税の徴収についてお伺いします。
　市の大きな財源である市税の徴収について伺います。
　令和３年度決算では、一般会計歳入の20.3％、自主財源の60.8％を占める市税は、市単独の事業に、国や県の縛りがなく、自由に使える貴重な財源でもあります。しかし、決算書を見ますと、市税の不納欠損額が4,243万1,828円、収入未済額が４億1,798万6,955円と記載されております。
　特に税金の未納である収入未済額は、調定額の6.9％を占めており、税負担の公平性が保たれていないのではないかと感じております。
　山武市では、平成24年３月に「納税推進のまち」宣言をしています。この詳細な内容は申し上げませんが、「自主納付をし、滞納のない納税推進のまち」を目指す内容となっています。その宣言に向け、税務職員の皆さんは日々精励しているところであり、近年では、スマートフォンアプリを使用した電子マネー納付を取り入れるなど、納税者の納付機会も増えているところでございます。
　そこで、市税について調べてみましたところ、千葉県のホームページで公表されている、令和３年度市町村税の徴収状況等の概要において、山武市は、令和２年度の徴収率順位が44位と掲載されております。
　まず、市長は、この順位をどうお思いでしょうか、お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　市長。
○市長（松下浩明君）　御質問の令和３年度につきましては、徴収率が上がったものの、先般の速報として、自治体に向けて発表された順位は47位で、大変厳しい状況であると、私も確認いたしました。
　税負担の公平性を維持するためにも、これを少し上げて、できれば、まずは40位以内を目標にという徴収義務の強化を図ってまいりたいと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　今、市長は、47位とおっしゃいましたか。令和３年の数字ですか。私は、令和２年度の数字を読み上げてしまいました。失礼しました。いずれにしても、そういったことでございます。
　それでは、市民部長に伺います。
　期限までに納めない、そして、滞納をしている方には、どのような対応をしているのか、教えてください。
○議長（能勢秋吉君）　市民部長。
○市民部長（藤田泰央君）　納期限までに納めなかった方へは、法律に基づき、督促状を送ります。それでも納めない方には、預貯金や生命保険、給与や不動産などを差し押さえる滞納処分を行っております。この内容については、毎年９月１日に発行の広報さんむ９月号に掲載しております。
　差押えの昨年度実績としては、千葉県税務課で１年間の研修を受けた職員が戻り、県と協力して捜索を行うなどした結果、件数は41件、金額で2,536万3,924円増の165件、3,954万4,571円となりました。
　このような取組から、令和３年度の市税の徴収率は、前年度に比べ0.71％増の92.38％となりましたが、他の自治体も徴収率は上がっており、山武市の順位が下がっている状況でございます。
　なお、ただいま申し上げたような厳しい滞納処分と併せて、納税相談に訪れた生活困窮者の方々に対しては、家計の収支状況を伺い、無理のない範囲で分納計画を作成しています。その上で、これ以上の改善策が見つからない方には、福祉の窓口を紹介するなど、市民に寄り添った滞納整理を行っております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　滞納整理というと、なかなか厳しいイメージがございますけれども、福祉と連携しているということで、その辺は大変安心したところでございます。
　その上で、さらに収納率を向上させるためには、どのような対策が必要と考えておりますか。
○議長（能勢秋吉君）　市民部長。
○市民部長（藤田泰央君）　先ほどお答えしましたような厳しい滞納処分や時間を要する相談業務を行っており、人口規模が５万人程度の自治体でやれる取組は、ほぼ限界まで行っていると考えております。
　そういった中、新たな取組といたしましては、近隣市町で導入され始めた休日や夜間でも、一斉に電話でお知らせできる自動音声電話催告システムの導入を検討しております。
　また、来年度４月から始まる納付書の地方税統一ＱＲコード対応は、一部市税の納付場所が増える全国的な仕組みとして、納税者の皆様の利便性を向上し、それとともに、収納管理も、従来、紙の納付書で確認していたものが、システム化されるため、職員の負担軽減にもつながります。
　これらの取組に加え、滞納処分の強化を図り、公平公正な財源確保に努めてまいります。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　先ほど御答弁にもありましたけれども、山武市も収納率が上がっている。けれども、近隣の市町も上がっているので、順位が変動しないということです。山武市ももちろん一生懸命取り組まれていることは、今、理解いたしましたが、近隣市町も取り組んでいるということだと思います。
　私も調べさせていただいた中では、県内54市町村のうち、しっかりと改革をして取り組んでいるところでは、着実に徴収率を上げて、順位が上がっているということが見えております。
　山武市の課題等もいろいろ見えていることと思います。そういったことも、全庁を挙げて、しっかりと対策をしていただいて、これは、ほかの自治体と競うわけではございませんけれども、とても大切なことだと私は捉えておりますので、ぜひ、引き続き、取組をよろしくお願いいたします。
　次の質問に入ります。
　職員の育成について伺います。
　まず、市長の目指す職員像は、どういったものでしょうか。お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　市長。
○市長（松下浩明君）　職員には、市民満足度の向上を図っていくため、職員一人一人の資質向上や意識改革が必要であると思っております。
　目指すべき職員像につきましては、誠実かつ公正で、市民から信頼され、自ら積極的に行動し、社会情勢の変化に敏感に対応し、組織に貢献する職員を基本にしております。私がなる前から、そういうことをされておりましたけれども、見せていただいたときにも、やはり、まずはそこであろうかと思いました。
　しかしながら、昨今の急激なデジタル技術の進歩や多様性など、社会的な環境の変化に伴いまして、今現在、職員に求められているものは、そのときよりも、変化もしているし、少し大きくなってきたと考えております。
　そのため、これからの職員には、将来を見据えて、新しいことに挑戦できる職員、また、互いの価値観を尊重して、共に成長できる職員が理想であると、今、私は思っております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございました。
　冒頭に申し上げたような人口減少、コロナ禍、そして、デジタル社会など、こうした多様化する社会の変化を踏まえて、これからの職員の人材育成については、どのようなお考えでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　総務部長。
○総務部長（小川宏治君）　人材育成についてお答えします。
　人材育成についての考え方でございますが、人口減少、高齢化、大規模災害など、社会情勢が大きく変化する中、行政課題のさらなる複雑化、多様化が見込まれ、職員には高度な判断力や煩雑な業務の対応が求められております。
　一方で、仕事と生活の調和の取れた働き方、いわゆるワーク・ライフ・バランスができるような取組も重要と考えております。
　このような社会状況や行政ニーズの変化の中で、限られた職員数と時間で、柔軟かつ弾力的に対応するには、職員の資質のより一層の向上を図ることで、課題解決していくことが必要不可欠であると考えております。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　もちろん、職員の資質向上が一番大事なのかもしれません。
　そこで、現在の取組についてお伺いいたします。
○議長（能勢秋吉君）　総務部長。
○総務部長（小川宏治君）　現在の人材育成の取組についてお答えいたします。
　人材育成につきましては、主に職場環境づくり、職員研修の２つに分けて取り組んでおります。
　まず、職場環境につきましては、職場は、若手・中堅職員の自ら学習し、成長していく場と捉え、様々な業務・職場を経験させることで、職員の意欲、資質の向上につなげていきます。
　管理監督職は、職員の資質向上や意欲を引き出すことが重要な職務であることから、職場づくりに必要な知識や能力を習得させるため、管理職研修に参加させ、職場環境の改善を図っております。
　職員研修につきましては、職員が自主的に研修に参加する自主研修、職場内で個別に指導する職場研修、また、階層別や職種別に実施される山武郡市広域行政組合、千葉県自治研修センター、市町村アカデミーが実施する研修を積極的に活用しております。
　また、先進的な行政手法の取得や幅広い視野の形成、人的ネットワークづくりを目的に、千葉県等への研修派遣も行っているところでございます。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　そうしましたら、そのままいきます。
　新たな取組や課題について、お伺いします。よろしくお願いします。
○議長（能勢秋吉君）　総務部長。
○総務部長（小川宏治君）　繰り返しになってしまうのですが、これからの職員には、行政課題が複雑化、多様化する中で、ますます専門性、効率性の向上が求められており、職員の人材育成は必要不可欠と考えております。
　特に行政のデジタル化、自治体ＤＸ等の知識の習得は、担当部署だけではなく、今後、多くの職員が携わることとなり、重要であると認識しております。
　こういった専門知識や能力は、社会情勢の変化に伴い、絶えず変化していきますので、その都度、必要となる知識等が習得できるよう、積極的に研修の受講を促していくとともに、その時代に合った研修内容・方法を模索し、取り組んでまいりたいと考えております。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　分かりました。
　リーダーでもない私が、職員像などということは、おこがましいわけでございますけれども、私が議員として取り組ませていただいている中で、職員も議員も似ているようなところがあるのかなと私は思っております。
　魅力あるまちづくりをするための職員像は何だろうと、私自身が、魅力あるまちづくりをする議員は、どういう人なのだろうと思ったときに、やはり、おっつけで仕事するのだけではなくて、市民の中に入っていける。そこには、挨拶から始まるものしかり、その中から、職員の方々が、市民の中に入っていく。
　職員の皆さんは優秀でございますから、その専門職としての知識をしっかり生かして、市民の方の意見をよく聞き、まちづくりに生かすといったことが求められるのかなと、私は思っております。
　今後も大変だと思いますけれども、これからの社会に向けて、しっかりとした職員育成に取り組んでいただければと思います。よろしくお願いいたします。
　次の質問に入ります。
　山武市におけるＤＸ推進について伺います。
　まずは、自治体におけるデジタルトランスフォーメーション、いわゆるＤＸとはどういうことなのか、説明をお願いします。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　自治体ＤＸの御質問についてお答えさせていただきます。
　国は、令和２年12月に、デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針を示しております。この中で、今般の新型コロナウイルス感染症対応で明らかになった行政のデジタル化の遅れに対する迅速な対処や、データの蓄積・共有・分析に基づく不断の行政サービスの質の向上こそが、行政のデジタルの真の目的であり、また、行政のみならず、国民による社会経済活動全般について、単なる新技術の導入ではなく、制度や政策、組織の在り方などを、それに合わせて変革していく、言わば社会全体のデジタルトランスフォーメーションを推進することで、日本が抱えてきた多くの課題の解決、そして、今後の経済成長に資するとしております。
　さらに、デジタル社会の目指すビジョンとして、デジタルの活用により、一人一人のニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会を掲げております。
　つまり、ＤＸとは、このデジタル社会の実現を目指す上で必要となるデジタル変革のことと捉えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　御説明ありがとうございました。
　自治体におけるデジタルトランスフォーメーション、いわゆるＤＸにつきましては、説明がございましたとおり、令和２年12月に、総務省において、2021年１月から2026年３月までを計画期間と定めた「自治体ＤＸ推進計画」が策定され、その推進体制が構築されているところでございます。
　その計画では、自治体がＤＸを進めるために取り組むべき事項として、６項目がございます。（１）自治体の情報システムの標準化・共通化、（２）マイナンバーカードの普及促進、（３）自治体の行政手続のオンライン化、（４）自治体のＡＩ・ＲＰＡの利用推進、（５）テレワークの推進、（６）セキュリティ対策の徹底など、ＤＸといっても、このように非常に広範囲にわたるわけでございます。だからこそ、具体的な方針や計画を示し、どのような目的なのか、明確なビジョンが必要と考えます。
　こちらのＤＸ推進については、６月議会に示されました市長施政方針の行財政改革にも掲げられており、市長の市政運営における重要なポイントであると認識しております。
　そこで、伺います。今後、ＤＸ推進に向けて、本市はどのように進めていくのか、御所見をお伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　山武市のＤＸ推進についてお答えいたします。
　デジタル社会の実現のためには、住民に身近な市町村の役割は極めて重要であり、自治体においては、自らが行う行政サービスについて、デジタル技術やデータを活用して、住民の利便性を向上させるとともに、業務の効率化を図り、デジタル人材を人的資源として、行政サービスの向上へつなげていくことが求められています。
　こうしたデジタル社会構築に向けた各施策を効果的に実行していくためには、国が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体として、足並みをそろえて取り組んでいくことが必要とされ、自治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化し、政府による支援策等を取りまとめた「自治体ＤＸ推進計画」が示されたところです。
　山武市においては、総務課及び企画政策課が中心となって、「自治体ＤＸ推進計画」に基づく全庁的な工程表の作成・管理を行い、取組事項が複数の部署にわたる場合は、関係部署を整理して、組織横断的に連絡調整を図ることとしております。
　また、現在策定中の第三次総合計画の体系に位置づけることで、中長期的な視点で計画的に進めていく必要があると考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　それでは、本市におけるＤＸ推進に向けての重要な取組は何でしょうか、お伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　先ほど石川議員に挙げていただいた「自治体ＤＸ推進計画」の重点取組事項である６項目の中には、目標時期が示されている事項がございます。
　例えば、マイナンバーカードの普及促進については令和４年度末まで、情報システムの標準化・共通化については令和７年度末までとなっております。
　これらの事項は、デジタル社会の実現に必要不可欠な基盤となる部分ですので、まずは、この重点事項に係る取組を期限までにしっかりと進めていくことが重要と考えております。
　行政サービスの向上及び業務の効率化に係る取組については、人工知能やロボット技術の活用により、事務内容を効率化・省力化するものから、オンライン手続やマイナポータルなどのデータ連携活用により、各種の証明書が不要になる、最終的には役所に行く必要がなくなるなどの市民の暮らしを大きく変えるものまで、多岐にわたります。
　その対象範囲や予算規模、影響の大小は様々ですので、本市の課題や状況に応じて、導入可否や、その時期を見極めなければならないと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　国や県の支援については、どのようになっていますでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　国や県の支援でございますけれども、マイナンバーカードの普及促進や情報システムの標準化・共通化など、国が主体的に進める事業は、手順書が示され、費用の全額が補助されるなど、厚く支援されております。
　また、地域のデジタル化に向け、自治体が主体的に実施する取組については、デジタル田園都市国家構想に基づき、補助金の交付や専門人材の派遣など、多様なメニューが示されております。
　しかし、早期のサービス開始など時期が限られているものや、一定の自主財源を要するものなどの要件がございますので、費用対効果や技術的なリスクを適切に判断し、市の状況に合った事業、取組を選択してまいりたいと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　非常に難しい「ＤＸ推進」ですけれども、質問している私も、なかなか、全て理解するまでには、非常に時間がかかるなと感じながら、質問させていただきました。
　そのように、国が示した「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化を」ということで、高齢者をはじめとした、誰もがデジタルを活用できる社会を実現することが重要なわけですが、そうとはいえ、この地域では高齢化率が高いわけでございます。
　その中で、情報格差の解消も、これからやっていかなければならないことだと思いますので、そういった意味でも、この地域に合った、市民の誰もがこのメリットを実感できるような効果的な施策を計画的に取り組んでいただければと思います。
　こちらは関連質問がありますので、よろしくお願いいたします。
　次に、子育て支援について伺います。
　山武市まち・ひと・しごと創生総合戦略人口ビジョンを見ると、現在、４万9,000人余りの人口が、何も策を打たなければ、2065年の43年後には、１万5,150人と推計されております。
　また、生産年齢人口は、2035年以降、65歳以上の老年人口を下回り、2065年には、全体の37.6％となり、深刻な減少傾向であると分かります。
　社会動態を見ると、依然として、転入より転出が多い転出超過となっており、若い世代の転出が目立つわけでございます。
　多くの課題がある人口減少対策ですが、若い世代が住みたいと思うまちを実現し、人口減少に歯止めをかけることが重要であると考えております。それには、まず、子育て世代のニーズを把握し、その生産年齢人口の中心となる子育て世代の手厚い支援をすることが、私は重要であると考えております。
　そこで伺います。
　子育て世代のニーズの把握について、現在、子育て世代、主に就学前の子どもを育てている方のニーズの把握については、どのように行っていますでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　保健福祉部長。
○保健福祉部長（竹宮哲哉君）　就学前の子育てを行っている方へのニーズ把握は、こども園、幼稚園、保護者アンケート、まちづくりアンケート、国の「健やか親子21」に基づく乳幼児健康診査必須項目調査や相談事業を行う中で把握しております。
　また、令和７年度から実施する第３期山武市子ども・子育て支援事業計画策定に向け、令和５年度に教育保育事業の利用状況や希望するサービスに関するニーズ調査を実施する予定です。
　なお、調査項目については、国から示される設問事例のほか、関係部署による調整及び子ども・子育て会議の助言等により、今後、決定したいと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　様々な形で、ニーズの把握はされているということが分かりました。
　そこで、ニーズ把握の中で、子育て世代が、子育てに負担または不満に思うことは何であると、市は把握しておりますか。
○議長（能勢秋吉君）　保健福祉部長。
○保健福祉部長（竹宮哲哉君）　子育てに負担や不安に思うことは、アンケートなどの回答で、主に「子育てにおける経済的負担」や「子育てのための安心安全な環境整備」に対する要望が多いと把握しているところでございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　質問の順序では、小中学校の給食費無償化ということになっていますけれども、先に第２子保育料無償化の質問を、このままの流れでしていきたいと思います。すみません。よろしくお願いします。
　国の少子化社会に関する国際意識調査では、「子育てをしていて、自分にとって、負担に思うことはどんなことか」という問いに、日本では、「子育てに出費がかさむ」が55.6％、先ほど言ったように、経済的な負担だと思います。また、その中でも「保育にかかる費用」が39％と、依然として高い割合にあります。
　国の政策で、保育料については、３歳以上は無償化となっておりますが、コロナ禍の影響が長期化する中、経済的な負担の軽減を図るためにも、少子化対策の一つとしても、さらに支援が必要であると考えます。
　市は、現在、第２子の保育料を半額としておりますが、第２子無償化に取り組む考えはございますでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　保健福祉部長。
○保健福祉部長（竹宮哲哉君）　山武市の保育所保育料は、子育て世代の負担軽減のため、国の基準額に比べ、低い金額となっています。
　また、多子世帯への支援として、こども園等に在籍している兄弟の人数に応じ、第２子の保育料を半額、第３子以降は無料にするなど、経済的な支援を行っております。
　現在、第２子として、保育料半額の対象となっている園児は70名、補助額は約1,200万円となっております。
　３歳児以上に対する幼児教育無償化と併せ、これらの支援を実施していることから、現在のところ、第２子の保育料無償化について行う予定はございません。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　分かりました。
　そこで、市長に伺いますが、市長の政策の根幹は人口減少対策であると、私はいまだに思っております。人口減少対策には、市長も認識していると思います、子育て支援の充実が重要であると考えます。
　先ほど、第２子保育料の無償化はないということですけれども、それでは、新たな子育て支援策を行う予定はありますか。
○議長（能勢秋吉君）　市長。
○市長（松下浩明君）　人口減少対策の一つといたしまして、子育て支援の充実というのは非常に大事であると、私も考えております。
　これまでの主な市の取組といたしましては、３歳児未満の保育の需要増加に伴いまして、令和３年度からこども園受入れの月齢を満10か月から満６か月に引下げをさせていただきました。
　また、子育て世代の包括支援センター等の相談機関の体制づくりも大事だと思っておりますので、そういう面も行ってまいりました。
　さらには、子どもの医療費助成の対象年齢を高校生まで拡大し、保護者の経済的な負担軽減を図るなどということで、そういう面でも御支援はしてきたつもりでございます。
　そして、新たな子育て支援策については、私も選挙をくぐってまいりましたので、現在、策定中の第三次総合計画の中で検討してまいりたいと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。今までの流れで、質問させていただきました。
　過去に、この質問は、ほかの議員からも出ていると思います。そういった中で、保育料を国の基準より下げているという答弁もいただいていますが、私の印象では、全ての自治体が、国の基準より低いような気がします。調べてはいないですが、逆に国の基準どおりにやっているところはないような気がします。そこは、一律なのではないのかと思ったりします。
　無償、無償と言って、お金のかかることばかりと思われるかもしれない。先ほど市長に御答弁いただいたとおり、山武市は、相談体制なども非常に充実しているということも存じ上げております。今まで、市が行ってきた子育て支援の取組に対しても、私も非常に評価させていただいております。ありがたく思っております。
　しかしながら、先ほど冒頭にも申し上げましたとおり、負担や不安に思うことは、やはり経済的なものが非常に大きいということが、私も、いろいろな人から聞かせていただいています。そういった声が非常に多いので、ぜひ、その辺も組み入れていただけたらと思います。
　令和７年度からは、子ども・子育て支援事業計画の第３期が始まるということです。市長の政策もあると思います。ぜひ、いろいろなニーズを把握していただいて、その計画に入れていただけますよう、要望をしていきたいと思います。よろしくお願いします。
　次の質問に入ります。
　小中学校給食費無償化についてお伺いします。
　６月定例会においても、並木議員から質問を受けていると思いますが、私からも質問させていただきます。
　給食は食育の観点からも重要であり、義務教育の一環として実施されるものでございます。私は、次の世代を担う子どもたちには、義務教育に係る費用は、できれば、国が無償化にしていただきたいと強く思うわけでございます。
　その中で、県内でも、無償化の取組を行う自治体が増えてきております。県知事においても、無償化に向けて取り組む姿勢を示しておりました。
　そこで、伺います。
　小中学校の給食費無償化については、６月の千葉県議会で、知事から、子どもの多い世帯に対し、給食費の無償化が行えるように準備を進めると答弁がございました。その後の県の動向について伺います。
○議長（能勢秋吉君）　教育部長。
○教育部長（今関正典君）　給食費の無償化に関する県の動向についてでございますが、８月31日に県の９月補正予算案の報道発表がございました。
　その中で、物価高騰等による経済的負担の軽減を図るため、市町村と連携し、第３子以降の義務教育期間における学校給食費を無償化する「公立学校給食費無償化事業」の事業費３億2,000万円の補正予算案が計上されております。
　事業の内容は、市町村の無償化に要した経費の２分の１を補助、事業開始予定は、令和５年１月からとなっております。
　当該県事業の具体的な内容につきましては、９月の県議会終了後に、県から説明があると聞いておりますので、引き続き、県の動向に注視してまいります。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。県においても、予算がまだ通っていないので、報道発表ということだと思います。
　このように、県から、多子世帯に向けて無償化を行うということで、これは、都道府県では、千葉県が最初なのでしょうか。非常に思い切った決断であるのかなと私は思っております。
　そこで、市長にお伺いします。
　千葉県の公立学校給食費無償化事業の取組について、どう評価されておりますでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　市長。
○市長（松下浩明君）　公立学校の給食費無償化事業ということでございますが、昨年の知事選において、話が出てきたと。それまでも、少しはあったと思いますけれども、そんなには出てこなかったと私は思っております。
　その知事選におきまして、熊谷知事の選挙公約の一つとして掲げておりました「学校給食費の無償化」について、物価高騰等による最近の経済情勢の中で、子どもの多い世帯を対象に、保護者や市町村の負担軽減のために政策を打ち出したことは、保護者にとっても、また市町村にとっても、大変ありがたいというように捉えております。
　報道発表によりますと、この県事業は、市町村と連携して実施することとされているようでございまして、県で事業が開始されれば、当然、本市でも、保護者の負担軽減を少しでも緩和できるよう、できるだけ早くこの事業を活用して、市内小中学校の第３子以降の給食費の無償化に取り組んでまいりたいと考えております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　すみません、今、答弁いただく中で、都道府県では、千葉県が初めてではなかったですか。分かりました。私も調べていないものを、この場で申し上げてしまいまして、すみません。
　次の質問に入ります。
　第３子以降は、県で、この後、無償化の動きがあるということですが、近隣自治体では、小中学校の給食費無償化ということで取り組んでいる自治体もございます。
　そこで、全部、市独自で無償化にしようかという考えについては、どうでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　市長。
○市長（松下浩明君）　６月の市議会の一般質問で御答弁しましたとおり、学校給食法により、いわゆる賄材料費に関しては、保護者負担となっていることが原則でございます。
　他の自治体の給食費の無償化の取組に関しましては、私も承知をしているところでございますが、市内全ての小中学校の給食費を無償化にということは、毎年、多額の財源を、継続して確保する必要がありますので、市の財政状況も鑑みまして、検討する必要があると思っております。
　以上でございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　なかなか厳しいということで、これは、食材費は保護者負担とする学校給食法と財源の確保の問題の２つが、大きな問題だと思います。
　そこで、今の山武市では非常に厳しいということでございますけれども、無償化に取り組んでいる自治体は、これをどのような手法で行っているのか。例えば、コロナ対策として、時限的にできないのか、中学生を対象とした生徒からできないものなのか等々を、いま一度、山武市でも深く検討していただいて、今後、前向きに考えていただければと思います。これも要望させていただきます。よろしくお願いします。
　次の質問に入ります。
　道路整備事業について、成東259号線道路改良事業について伺います。
　この道路改良事業は、混雑している国道126号線のバイパス的な役割を果たす路線とするためや、市役所やさんむ医療センターへの移動が円滑化されるために、平成26年度に着手された道路改良事業であります。
　また、この近辺では、９月から、さんむ医療センターの移転・建替整備事業が始まろうとしております。現在でも、なるとうこども園の送り迎えや、さんむ医療センターへのラインの車など、交通量が非常に多く、また、今後は、工事関係車両の往来も多くなると予測され、そこで、交通安全対策などについても、早期に行う必要があると思います。
　そのような中、現在進められている成東259号線道路改良事業ですが、現在の進捗状況について伺います。
○議長（能勢秋吉君）　建設環境部長。
○建設環境部長（今関　務君）　成東259号線道路改良事業は、総延長1,200メートル、道路幅員６メートル、両側2.5メートルの歩道で整備を進めるところでございます。
　場所は、なるとうこども園前の交差点から東金方面へ向かい、並行する国道126号の日石ＥＮＥＯＳガソリンスタンドの交差点までの区間になります。
　進捗状況ですが、用地に関しまして、面積ベースで、約99％の取得となっております。
　工事につきましては、起終点の交差点付近を除き、全線にわたって着手しており、一部の区間につきましては、完成し、供用を開始しております。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　本年度の工事予定と今後の工事予定について、併せてお伺いします。
○議長（能勢秋吉君）　建設環境部長。
○建設環境部長（今関　務君）　お答えいたします。
　本年度の工事としましては、なるとうこども園前の交差点の交通安全対策工事を予定しております。
　今後の予定ですが、来年度、起終点の交差点付近の工事とアスファルト舗装工事を予定しております。
　工事期間が、さんむ医療センターの工事と重なることが見込まれますが、双方の工事内容と工程等の情報を共有して、令和５年度末の完成を予定しております。
　以上です。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　先ほど、冒頭に申し上げましたとおり、危険な箇所ということで、本年度、交通安全対策工事が予定されると聞いております。その工事の概要について伺います。
○議長（能勢秋吉君）　建設環境部長。
○建設環境部長（今関　務君）　本年度予定している交通安全対策工事につきましては、現在、千葉県警交通規制課と協議中でございますが、道路照明の設置や道路横断歩行者の安全確保を目的に、車線数を抑制するための置き基礎ガードレールの設置のほか、こども園側に向かう横断歩道の新設といった工事を予定しております。
　また、保護者や園児を対象とした歩行者安全対策として、交差点により近い箇所から出入りができるよう、こども園側に歩行者通路を設ける工事も併せて行う予定でございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　ありがとうございます。
　私は、ここの道路改良事業に関しては、以前に質問もさせていただいて、交差点のところが大変危険になるであろうということで、信号なども設置できればという要望をさせていただいております。
　非常に大きな道路が横に渡ってできるわけですけれども、こども園等もありますので、そこを造って、危険箇所とならないように、引き続き、そういった対策をしっかり行っていただいて、今後、さんむ医療センターの工事も始まりますので、そこが混雑にならないようにしていただければと思います。よろしくお願いいたします。
　次に、成東駅南口線整備事業について伺います。
　成東駅南口線は、成東駅南口駅前広場と国道126号を結ぶ都市計画道路で、整備事業の進捗状況については、昨年の12月議会でも質問したところではございますが、現在の進捗状況を伺います。
○議長（能勢秋吉君）　建設環境部長。
○建設環境部長（今関　務君）　お答えいたします。
　成東駅南口線道路整備事業の現在の進捗状況についてですが、事業主体である千葉県に確認したところ、令和４年８月末現在における用地買収については、用地買収面積の約８割が買収済みであり、事業延長約300メートルのうち、まとまった用地の確保ができた国道126号から変則十字路までの100メートルについて供用を開始していると聞いております。
　残る用地の取得に向けて、引き続き、交渉を行っているところですが、前回の一般質問の答弁から、進捗概要の数字に動きはございません。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　今の御答弁で進捗概要の数字に動きがないということでございます。数字だけを見れば、事業の終盤に差しかかっていると思いますが、その中で、この状況に対して、市としては、どのような動きをしておりますでしょうか。
○議長（能勢秋吉君）　建設環境部長。
○建設環境部長（今関　務君）　県の事業である成東駅南口線事業に対しまして、市では、これまで当該事業費の一部を負担しているところであり、事業が終盤に差しかかっている中で、早期完成に向けて、県への要望活動のほか、その他の事業協力方策の検討など、これまで以上に県と連携を進めているところでございます。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　県事業に対する市の事業協力方策を検討しているということでございますけれども、その方策を積極的に県に提案するなどして、早期解決に向けて、より一層努めていただければと思います。引き続きよろしくお願いいたします。
　それでは、次に、（仮称）山武パーキングエリアについて伺います。
　（仮称）山武パーキングエリアにつきましては、令和３年に、国、県及び東日本高速道路株式会社の三者で構成される圏央道（千葉区間）休憩施設調整会議で整備方針が示されており、設置場所は、山武郡市環境衛生組合の北側付近を想定していると伺っております。
　市長におかれましても、県議時代から、いろいろと関わって携わってこられたことと思います。
　本市が予定地として選ばれた経緯をお聞かせください。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　予定地選定の経緯につきましてですが、圏央道パーキングエリアの構想段階から、関係機関との意見交換を実施しておりましたが、平成30年11月に千葉国道事務所を訪問し、パーキングエリアの設置に関する要望を行いました。
　その後、県からの意向調査を経て、令和２年３月に開催されました第１回圏央道（千葉区間）休憩施設調整会議において、山武市域が候補箇所とされました。
　選定要因としては、圏央道の千葉県区間は、神崎パーキングエリア予定地から高滝湖パーキングエリアの間に休憩施設がないため、休憩施設間のバランス、整備コスト、土地利用状況等の観点から、本市域が候補箇所となったと伺っております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　この質問には関連質問がございますので、よろしくお願いいたします。
　次の項目に移ります。
　成田国際空港周辺地域における国家戦略特区についてです。
　報道等によりますと、成田国際空港は、昨年（令和３年）は、国際航空貨物の取扱量が、過去最高値とお聞きしております。
　また、今月７日からは、外国人旅行者は、条件つきではありますが、入国規制を１日上限５万人とした緩和や、国内では行動制限のない夏となり、成田空港にとっても、明るい兆しが見えてきていると感じております。
　現在、航空機の離発着30万回から50万回に向け、成田国際空港は、３本目の滑走路（Ｃ滑走路）の建設予定や、空港の機能強化に向け、大きく動き始めております。
　その中で、国家戦略特区の指定に向け、千葉県が主導となり、国との調整・申請を行っていると聞いております。
　そこで、お聞きします。
　成田空港周辺地域における国家戦略特区とは、どのようなものでしょうか。よろしくお願いします。
○議長（能勢秋吉君）　総合政策部長。
○総合政策部長（荒木康之君）　国家戦略特区とは、世界で一番ビジネスをしやすい環境をつくることを目的に、地域や分野を限定し、大胆な規制・制度の緩和などを行う規制改革制度です。
　千葉県では、農地の土地利用規制緩和などについて、成田空港周辺９市町を対象に提案しております。
○議長（能勢秋吉君）　石川議員。
○８番（石川和久君）　こちらも関連がありますので、よろしくお願いいたします。
　いろいろ質問させていただきました。市長はじめ副市長、そして政策調整監がいらっしゃいますので、ぜひ、これから山武市をいい方向に持っていっていただければと思います。
　ありがとうございます。これで代表質問を終わりにします。
○議長（能勢秋吉君）　以上でさんむ２１、石川和久議員の代表質問を終わります。
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